
 

標準開示フォーマット（特定非営利活動法人用）   

   

                             報告年月日  

                             報告者氏名 

                          当該法人における役職 

１. 組織情報 

■ 法人名称  

■ 所轄庁 

■ 主たる事務所の所在地  

■ 従たる事務所の所在地  

■  

■ 代表者氏名   

法人設立登記年月日   

■ 定款に記載された目的  
 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 活動分野          □保健･医療･福祉 ☑社会教育 □まちづくり 
            □学術･文化･芸術･スポーツ □環境の保全 □災害救援 
            □地域安全     □人権･平和    □国際協力 
            ☑男女共同参画社会  ☑子どもの健全育成  □情報化社会 
            □科学技術の振興   □経済活動の活性化  ☑職業能力･雇用機会 
            □消費者の保護     □連絡･助言･援助 

■ 事業活動の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

特定非営利活動法人青少年自立援助センター   

東京都足立区竹の塚6-16-1大恵ビル2階・愛知県蒲郡市三谷北通5-

141・高知県幡多郡黒潮町入野2092-2 

この法人は、不登校ないし引きこもり等を経験したため、又はそ

の状態を継続しているために、一般的な就職等による社会的な自

立が困難になると予想される、又は現実に困難になっている青少

年（以下「青少年」という）に対して、不登校ないし引きこもり

等の状況から脱却する機会を提供し、かつ、社会的自立を援助す

る活動として、社会参加上重要な集団生活、共同作業等の基礎訓

練を行う場、及び模擬的な就業体験の場などを提供することに関

する事業を行い、青少年が、各人の個性に応じた社会的自立の機

会を獲得することに寄与することを目的とする。 

 

内閣府 

平成11年6年9日 

東京都福生市福生2351-1 

工藤定次 

■ 

■ 

平成23年11年24日 

専務理事 

工藤 姫子 

 

 

当法人では、不登校・ひきこもり・ニート状態の若年者が自立（就

労）を果たすために必要な、訓練、スキルアップ、情報提供などのサ

ポートを行っている。宿泊施設を利用しての生活改善・人間関係の苦

手意識克服・自信回復などに必要なカリキュラムを実施。東京都足立

区・板橋区・高知県で運営する地域若者サポートステーションでは、

就労のための準備やキャリアカウンセラーによる助言、専門家を招い

てのセミナーを開催。就労意欲の醸成を行っている。また、近年で

は、生活保護家庭子弟や定住外国人子弟の自立が社会問題化してお

り、全ての社会参加しづらい若年者の支援の一環として、これらの問

題の解決にも寄与すべく、学習支援にも力を入れている。 

（400字以内） 



 

 

  公開用電話番号             ■ファクス 

■ ホームページ                 ■メールアドレス 

■ 常勤職員数 

■ 認定  □（認定NPO法人の場合は、チェックを入れ、以下の項目も入力） 

  認定年月日            認定満了日 

  □相対値基準  □絶対値基準  □条例指定  □仮認定   

 

■ 閲覧書類の添付     □ 定款 

 

 

 

 

 

    

 事業報告書 財産目録 貸借対照表 活動計算書／
収支計算書 

平成22年度 □ □ □ □ 

 

042-553-2575 

http://www.npo-ysc.jp/ ysc@interlink.or.jp 

17人 

042-551-6759 

✓ ✓ ✓ ✓ 

✓ 

平成99年99年99日 

 

            ※閲覧書類がインターネットで公開されている団体につきましては、当該ウェブページのURLを御記入ください。 

 

 

平成99年99年99日 

http://www.npo-ysc.jp/
mailto:ysc@interlink.or.jp


 

２．財務情報 

 

■ 事業年度（直近の決算）             

※平成23年より年間の事業を正しく反映した財務諸表を作成するため事業年度を変更（変更後6月～5月） 

科目 特定非営利活動に係る事業 その他の事業 合計 

Ⅰ経常収益計 442,417,784  442,417,784 

 １．受取会費 1,404,000  1,404,000 

 ２．受取寄附金 3,166,246  3,166,246 

 ３．受取民間助成金 10,352,886  10,352,886 

 ４．受取公的補助金 2,009,914  2,009,914 

 ５．自主事業収益 190,369,487  190,369,487 

   （うち介護事業収益）    

 ６．受託事業収益 235,115,251  235,115,251 

   （うち公益受託収益） 235,115,251  235,115,251 

 ７．その他収益    

Ⅱ経常費用計 366,499,605  366,499,605 

 １．事業費 280,824,322  280,824,322 

  (うち人件費） 158,055,955  158,055,955 

 ２．管理費 85,675,283  85,675,283 

  (うち人件費） 38,455,321  38,455,321 

Ⅲ当期経常増減額 75,918,179  75,918,179 

Ⅳ経常外収益計 976,347  976,347 

Ⅴ経常外費用計 18,108,488  18,108,488 

Ⅵ経理区分振替額    

Ⅶ当期正味財産増減額 58,785,038  58,785,038 

Ⅷ前期繰越正味財産額 2,667,125  2,667,125 

Ⅸ次期繰越正味財産額 61,453,163  61,453,163 

 

 

Ⅰ資産の部   Ⅱ負債の部  

 １．流動資産 75,534,988   １．流動負債 23,769,809 

 ２．固定資産 407,683,145   ２．固定負債 397,995,161 

    負債合計 421,764,970 

    Ⅲ正味財産の部  

     正味財産合計 61,453,163 

 資産合計 483,218,133  負債及び正味財産合計 483,218,133 

 

 

 

■ 監査の実施  □監事監査  

 

平成22年度（平成22年1月1日～平成23年5月31日） 

■ 準拠している会計基準  □ＮＰＯ法人会計基準 

 ○○○○ 

✓ 

■ 貸借対照表     平成23年5月31日現在 

■ 活動計算書／収支計算書 

            □その他（その会計基準名）……… 

✓ 


